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1　事業の概要

30年度

２　今後の事業の方向性

３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

2

3

4

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検事業改善シート （30年度実施事業分）

29年度 30年度

達成80％以上

目標値

2,000件/年

50件/年

800件/年

80%以上

成果

2,075件/年

50件/年

1,108件/年

80%以上

令和元年度

61,806

県内企業の海外展開に向けた動向を把握できる指標を設定。備考

合計 1.45 56,298 49,293 61,806

成果指標
設定理由

19,829

海外連携促進事業費
米日カウンシル知事会議に参加するなど、海外の先進的
地域との経済交流を実施。

0.50 5,835 4,139 10,062

JETRO（ジェトロ）長野貿易
情報センター事業費

海外ビジネス支援セミナー、貿易実務講座、国際ビジネス
支援のための海外情報の提供等を実施。

0.10 19,819 19,819

輸出生産実態調査事業費
「平成29年輸出生産実態調査」及び「長野県関係製造業
企業の海外進出状況」を実施。

0.45 565 159 1,565

海外駐在員事業費
上海、シンガポールに駐在員を配置し県内企業の販路開
拓支援、インバウンドや農産物の輸出促進を実施。

0.40 30,079 25,176 30,350

No
プロジェクト

細事業名 30年度　実施内容（実績）
職員数 平成30年度 令和元年度

No （人） （当初） （決算） （当初）

目標に対する

成果の状況

現地における展示会・商談会の出展支援や現地政府との会議に参加するとともに、貿易に関する情報など県内企業や関係
機関への積極的な情報提供に努め、目標を達成した。さらに県内企業のニーズに応じたセミナー等を開催し、いずれも80％
を超える高い満足度を得ることができた。

今後、事業を
どのようにし
ていきたいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性

経済のグローバル化の進展に伴い、県内中小企業に対する
現地経済状況の情報提供や販路拡大支援の必要性が高まっ
ている。

海外駐在員やJETRO等関係機関と連携し、県内企業の海外
展開支援のため今後も引き続き事業を継続する。

 概算人件費 （Ｃ）

 概算事業費（B（A）+C）

JETROセミナー等の満足度
 決　　算　　額（B）

④
概　算
人　件

費

 職員数（人）

70,122 49,293

1.45 1.45

11,748

81,870

11,916

61,209

1.45

11,916

73,722

56,298

26,195 26,195
939件/年 達成

61,806

35,611

26,195

① 海外駐在員情報提供

JETRO海外情報の提供

○経済のグローバル化進展に伴い、海外における経済活動の重要性が高まる中、情報収集
力等に不安を抱える中小企業等が県内には多数存在するため、海外の現地情報の提供、専
門機関によるサポート体制の整備を進める必要性が高まっている。
○また、新たな有望市場の開拓や、県内企業の海外進出状況等の現状の把握にも努める必
要がある。

当初予算
No 成果指標 29年度

達成状況

　県　債
② 海外駐在員活動支援

56,625 30,103
64件/年 達成

82,820

82,820

56,298

事業番号 07 02 01

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

区　分（単位：千円） 指標及びその達成状況

予
算
額

前年度繰越

補正予算

合計（A)

目指す姿

○県内企業が行う海外取引・販路開拓などの海外展開への支援、貿易・投資情報の提供、セミナーや商談会の開催等によ
り、県内企業の貿易振興及び海外展開を促進し、本県経済の活性化を目指す。

（主な実施内容：海外駐在員の配置、海外ビジネス支援セミナー、輸出生産実態調査　　など）

Aの
財源

　一般財源

　国庫支出金

2,029件/年 達成

　その他
③

現状
(予算編成時)

30年度
決算額

49,293 千円

職員数 1.45 人

senryaku@pref.nagano.lg.jp
事　業　名 海外展開促進事業

部局 産業労働部 課・室 産業政策課

実施期間 S36 E-mail

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標 労働生産性

総合的に展開する
重点政策

2-3 海外との未来志向の連携

1/1

mailto:senryaku@pref.nagano.lg.jp
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

07 02 01

29年度

輸出生産実態調査事業 調査票郵送費、返送費
直
接

「平成29年輸出生産実態調査」及び「長野県関係製造業
企業の海外進出状況」を行う。

「平成29年輸出生産実態調査」及び「長野県関係製造業
企業の海外進出状況」を実施した。

計画通り
○

683 565 565 159

海外駐在員事業費 海外駐在員旅費
直
接

上海、シンガポールに駐在員を配置し県内企業の販路開
拓支援、インバウンドや農産物の輸出促進を行う。

上海駐在員においては現地情報提供等を1,082件行い、
展示会・商談会支援を26件実施し、シンガポール駐在員
においては現地情報提供等を993件行い、展示会・商談
会支援を24件実施し、県内企業を支援した。

計画通り
○

20,595 587 587 526

海外駐在員事業費 海外駐在員運営経費
負
担
金

上海、シンガポールに駐在員を配置し県内企業の販路開
拓支援、インバウンドや農産物の輸出促進を行う。

上海駐在員においては現地情報提供等を1082件行い、展
示会・商談会支援を26件実施し、シンガポール駐在員に
おいては現地情報提供等を993件行い、展示会・商談会
支援を24件実施し、県内企業を支援した。

計画通り
○

34,976 29,492 29,492 24,650

JETRO（ジェトロ）長野貿易情報セ
ンター事業費

長野県貿易情報センター負担金
負
担
金

海外ビジネス支援セミナー、貿易実務講座、国際ビジネ
ス支援のための海外情報の提供等を行う。

JETRO長野においてグローバル人材活用セミナーや海外
安全対策セミナー、貿易実務講座等の海外連携に関する
中小企業のニーズに応じた各種セミナーを実施すると共
に県内企業に対して「一県一支援事業プログラム」等を
実施し、1,108件の海外情報の提供を行った。

計画通り
○

18,191 19,819 19,819 19,819

海外連携促進事業費 海外連携促進事業費
直
接

米日カウンシル知事会議に参加するなど、海外の先進的
地域との経済交流を実施する。

11月に東京で行われた知事会議に太田副知事が参加し、
現地関係者と県の海外展開促進について協議を行った。
また、シリコンバレービジネスネットワーキング事業に
県内企業が参加し、現地企業との商談等を実施した。

計画通り
○

8,375 5,835 5,835 4,139

　

　

　

　

　

　

　

82,820 56,298 56,298 0 49,293合　　　　計

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

1

細事業
No

2

2

3

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）

産業労働部 産業政策課課・室海外展開促進事業

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

4


